
えられているためと推察され、 実際、 共通して各種の肉

のうち牛肉消費の比率が他国に比べて高くなっている。

また、 食肉消費が拡大を続けている国においても、

所得と食肉消費の関係性の度合いは国によって異なっ

ている。 1 人当たりの所得の伸びに対する食肉消費の伸

びの弾性値を見ると、 例えば、 ミャンマーとベトナムでは、

2006 年から 2011 年にかけての弾性値はそれぞれ 1.8、

1.7 であり、 所得の伸び以上の食肉消費の伸びが見ら

れた。 その間 1 人当たり食肉消費量は、 ミャンマーでは

24kg から 39kg に、 ベトナムでは 38kg から 57kg に増加

している。 インドネシアでは、豚肉に対し宗教上のタブー

もあって、 1 人当たりの食肉消費の水準は 2011 年時点

で 12kg と比較的低いものの、 同時期の弾性値は 0.8 で

あり、 所得の伸びに近い食肉消費の伸びが見られた。

それに対し、 ベトナムとほぼ同じ所得水準にあるインドで

は、 同時期の弾性値は 0.02 であり、 現在の 1 人当たり

食肉消費量もわずか 3.4kg という低水準にとどまってい

る。 インドの食肉消費水準が低いのは、 牛肉に対する

宗教上の制約とも考えられるものの、 牛肉以外の食肉消

費水準も低いため、 宗教上の制約だけが理由ではなさ

そうだ。 そうしたインドでも今後食肉消費が大きく伸び始

める可能性は否定できず、 人口の多いインドやインドネ

シアといった国の今後の食肉消費の動向は注目される。

2050 年までの食肉需要の試算
これまで見てきたように、 所得と食肉消費には正の相

関関係があるが、 1 人当たり食肉消費量は一定の水準

で頭打ちとなる、 という法則性が存在する。 それを踏ま

えると、 各国の人口と GDP の予測を用いることで、 世界

の食肉需要の将来予測が可能と考えられる。 具体的に

は、 各国の 1 人当たり消費量に上限値を設けた上で、

各国の 1 人当たり実質 GDP の増加率の予測値に食肉

消費の所得弾性値を掛け合わせることで、 各国の 2050

年までの食肉消費量を算出し、 それらを積み上げて世

2000 年代、 食肉需要の高まりが飼料穀物の需要を押

し上げ、 農作物価格上昇の一因となって、 農業投資の

活発化にもつながった。 しかし、 そうした食肉需要の拡

大は新興国での経済発展が背景といわれており、 現在、

中国を中心に新興国経済が減速するなかで、 今後の食

肉需要がどうなるのかが注目される。

経済発展と食肉消費
所得水準と食肉消費には正の相関関係がある。 図

表 1、 2 は、 統計が世界各国でそろう最新の 2011 年時

点での 1 人当たり実質 GDP と 1 人当たり食肉消費量の

関係性を示したものであるが、 低所得国ほど食肉消費

が少なく、 高所得国ほど多いとの関係性が見て取れる。

各国の過去の推移を時系列で見ても、 多くの国で 1 人

当たり実質 GDP の上昇に伴い、 1 人当たり食肉消費量

も増加している。 このような関係にあるのは、 食肉は、

主食用の穀物に比べて必需度が低く、 所得水準に左右

されやすい商品であるためと考えられる。そうしたなかで、

2000 年代には新興国を中心に経済成長が加速したこと

で世界の食肉需要が急増し、 2000 年の 209 百万トンか

ら 2011 年には 1.3 倍の 270 百万トンと、 この間の世界

人口の伸び率 1.1 倍を上回って拡大した。 現時点で食

肉の消費水準が低い国々でも、 将来的に所得が増えれ

ば、 1 人当たり食肉消費量も増加する可能性があること

から、 その拡大余地は依然として大きいと考えられる。

ただし、 各国の状況を時系列で見ると、 ほとんどの

高所得国や一部の中所得国において、 タイミングや水

準は国によって異なるものの、 1 人当たりの食肉消費の

拡大はほぼ頭打ちとなっている。 典型的なのは、 東欧

の中所得国を含む欧州諸国で、 その多くは 70kg から

90kg の水準で横ばいとなっている。 また、 一般に欧米

とは食文化が大きく異なるアジアの台湾でも、 既に欧州

と同水準の 80kg に達した後、 横ばいで推移している。

同じアジアの韓国や中国は、 現時点ではまだその水準

には達していないが増加は続けており、 今後台湾や欧

州並みの水準まで伸びることは十分考えられる。

そうしたなか、 日本は例外的に、 50kg 弱と他国に比

べ低い水準で安定している。 これは、 一つには、 蛋白

源として魚介類を多く摂取するためと考えられるが、 魚

介類の 1 人当たり消費量が日本よりも多い韓国が、 食

肉も多く消費しており、 それを考慮すれば、 魚介類の摂

取だけで説明できるものではなさそうだ。

逆に欧州やアジアの水準を大きく上回る国も存在する。

120kg 程度で安定している米国や、 現在 100kg を超えて

緩やかながら拡大を続けている豪州が代表的である。 現

在 100kg 近いアルゼンチンや、 90kg 超のブラジルも拡大

の途上にある。 こうした国々で食肉消費が多いのは、 土

地が広大で放牧による牛肉の生産コストが低く価格が抑
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世界の食肉需要の行方
—穀物市場へのインプリケーション—

界の食肉需要を算出する。 この枠組みで、 消費の上限

値については米州 ・ 豪州を 120kg、 それ以外を 80kg と

置き、 弾性値については 2011 年までの 5 年間の各国

の実績値を用いて試算した。 現時点で頭打ちとなってい

る国では弾性値が低いことから、 2050 年まで現在の食

肉消費水準のまま横ばいで推移する一方、 食肉消費が

拡大途上にある国では、 近時の拡大ペースをほぼ維持

しながら消費の上限値まで増加を続ける形となる。 なお、

人口の予測については国連の推計値を、 GDP 予測に

ついては所得水準と GDP 成長率の関係性をベースとし

た独自の推計値 1 を用いた。

その試算結果を見ると、世界の食肉消費量は、 2030 年

には 2011 年比 1.44 倍の 388 百万トン、2050 年には同

1.71 倍の 460 百万トンと、やや伸びは鈍化しながらも拡

大の一途をたどることになる。 しかし、この試算では、 弾

性値に実績値が用いられているために、インドの弾性値

は 0.02 と低く、同国の消費水準が 2050 年も現在の 3.4kg

とほぼ変わらないという結果が含まれている。 巨大な人

口を抱えるインドの影響の大きさを考慮すれば、 インドで

消費が拡大するシナリオも押さえておく必要があろう。 そ

こで、 ここで用いた GDP の推計によるとインドの 2050 年

の1人当たり実質GDPは25,000ドル程度であることから、

日本で同じ所得水準にあった 1980 年代の食肉消費水

準である34kgをインドの2050年の水準として試算すると、

インドの食肉消費量は 58 百万トンとなる。 その 34kg とい

う 1 人当たり食肉消費量は世界的に見て決して高い水

準ではないものの、 その人口の多さからインドは中国に

次ぐ世界第 2 位の食肉消費大国に浮上し、 そのシナリ

オにおいては、2050 年の世界の食肉消費量は 512 百万

トンと、現在の 1.91 倍に拡大するという計算になる。

穀物市場がカギ
これだけ食肉需要が増えると、 食肉生産に必要な飼

料用穀物の需要を押し上げ、 穀物需給にも大きな影響

を及ぼすことになる。 単純に、 飼料としても使われる小

麦とトウモロコシのうち、 現在 4 割を占める飼料用部分は

1　本編で用いたGDP 推計の概要
• 過去の実績を見ると、低所得国の 1人当たり GDPの成長ペースは常に中・
高所得国を上回ってきた。特に 2000 年代以降は、大多数の低所得国が
高所得国を上回り、中所得国の多くも高所得国を上回る状況になってい
る。また中・低所得国については、アジア諸国の成長性が他の地域に比
べて高い状況が続いている。

• こうした実績を踏まえて、世界各国を、高所得国（2015 年価格の 1人当
たり GDP が 2万 5千ドル以上の国）、アジアの中所得国（同 1万ドル以
上 2万 5千ドル未満の国）と低所得国（同 1万ドル未満の国）、それ以
外の地域の中所得国と低所得国の 5つに分けて、年間の 1人当たり GDP
の伸び率を、高所得国は近時と同水準の1.0％、中所得国はアジアを4.0％、
それ以外は高所得国をやや上回る1.5％、低所得国は、アジアは近時と変
わらず5.0％、それ以外はサブサハラの実績から3.0％と想定した。

• 成長の結果、低・中所得国の 1人当たり GDP が中・高所得国のレンジに
入って以降は、新しいカテゴリーの方の想定を適応した。

図表 3.  食肉需要と小麦・トウモロコシの供給量の 
シミュレーション結果

2011 年（実績） 2030 年（試算） 2050 年（試算）
数量

（百万トン）
用途別
割合（％）

数量
（百万トン）

2011年
比 （倍）

数量
（百万トン）

2011年
比 （倍）

ベース
ケース

食肉需要量 269 - 388 1.44 460 1.71
小麦 ・ トウモ
ロコシ供給量 1,587 100 2,069 1.30 2,406 1.52

飼料用 635 40 916 1.44 1,088 1.71
食用等 952 60 1,153 1.21 1,319 1.39

イ ン ド の 1 人
当たり年間食
肉 消 費 量 が
2050 年に 34kg
になる場合

食肉需要量 269 - 398 1.48 512 1.91
小麦 ・ トウモ
ロコシ供給量 1,587 100 2,094 1.32 2,529 1.59

飼料用 635 40 941 1.48 1,211 1.91
食用等 952 60 1,153 1.21 1,319 1.39

注 1 ： 小麦 ・ トウモロコシの用途別割合は近時の傾向値を当てはめた。 飼料用
は食肉需要と同じペースで、 それ以外は人口に比例して増加すると仮定

注 2 ： シミュレーションの前提条件 ： 1 人当たり食肉消費量の上限を米州、 豪州
で 120kg、 それ以外を 80kg とした。 弾性値 （1 人当たり食肉消費量の変
化率／ 1 人当たり実質 GDP の変化率） は、 直近 5 年間の各国実績を採
用 （ただし、 弾性値がマイナスの場合はゼロとした）

出所 ： FAO、 IMF、 米農務省をもとに作成

図表 2. 経済成長と食肉消費量の関係（2011 年）
食肉総
消費量
（千トン）

変化率
（％）

世界
シェア
（％）

1 人当た
り消費量
（kg/人/年）

変化率
（％）
（a）

1 人当た
り GDP
（ドル）

変化率
（％）
（b）

弾性値
（a/b）

中国 72,148 3.3 26.7 53 2.7 10,818 10.1 0.26
米国 36,659 -0.5 13.6 116 -1.4 52,837 -0.3 4.38
ブラジル 18,170 4.6 6.7 92 3.6 16,004 3.4 1.07
ロシア 8,942 3.2 3.3 62 3.3 25,574 2.8 1.18
ドイツ 7,031 1.1 2.6 85 1.3 45,925 1.7 0.77
日本 6,177 1.4 2.3 49 1.3 36,480 -0.1 -13.93
フランス 5,208 1.9 1.9 82 1.3 41,076 0.2 7.57
ベトナム 5,139 9.7 1.9 57 8.7 5,012 5.1 1.71
英国 4,780 -0.2 1.8 76 -0.8 38,948 -0.6 1.29
インド 4,123 1.4 1.5 3 0.1 5,046 6.2 0.02
アルゼンチン 4,043 2.9 1.5 99 2.0 22,343 4.5 0.44
韓国 3,017 3.3 1.1 62 2.6 33,288 3.2 0.82
インドネシア 3,016 5.1 1.1 12 3.7 9,535 4.6 0.79
豪州 2,474 4.6 0.9 109 2.8 45,486 1.0 2.89
トルコ 2,145 11.7 0.8 29 10.3 18,824 2.1 4.82
ミャンマー 2,021 10.9 0.7 39 10.1 4,179 5.5 1.82
タイ 1,854 -0.5 0.7 28 -0.8 14,351 2.3 -0.33
台湾 1,821 -0.4 0.7 78 -0.8 43,329 3.6 -0.21
マレーシア 1,512 2.3 0.6 53 0.5 22,844 2.8 0.17
ナイジェリア 929 6.0 0.3 6 3.1 5,677 5.3 0.60
ケニア 494 1.1 0.2 12 -1.5 2,922 2.3 -0.66
バングラデシュ 409 2.1 0.2 3 1.0 2,960 4.8 0.21
世界計 270,479 2.5 100.0 39 1.3 14,425 2.2 0.61
注 ： 変化率は 2011 年までの 5 年間の年率平均。 1 人当たり GDP は 2015 年価

格の PPP ベース、 変化率は実質ベース
出所 ： FAO、 IMF をもとに作成
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出所 ： FAO、 IMF をもとに作成

図表 1. 所得水準と食肉消費量の相関図（2011 年）

現在の飼料効率が変わらないことを前提として食肉需要

と同じペースで増加し、 残りの部分については食用が大

きな割合を占めることから世界人口に比例して、 それぞ

れ成長すると考えると、 2050 年には現在の 1.52 倍、 イ

ンドで食肉消費が増加するシナリオでは 1.59 倍の小麦 ・

トウモロコシがそれぞれ必要という計算になる （図表 3）。

しかし、 世界の耕作面積の拡大余地は限られることか

ら、 それだけの生産量を 2050 年に実現するためには、

面積当たりの収量 （単収） を 1.52 倍または 1.59 倍まで

引き上げる必要がある。 仮に 2000 年代の単収の伸び率

（1.55％） が 2050 年まで続くとすれば、単収は 1.82 倍に

拡大するという計算となり、 必要な生産量を確保できる

が、単収の伸び率は鈍化傾向にあり、今後もその伸び率

を維持するのは容易ではない。 過去には灌漑の導入や

化学肥料の投入が劇的な単収向上に寄与したが、 それ

らの普及は一巡しており、 今後さらに単収を上げることが

難しくなっているためである。 加えて、気候変動など農業

生産に下方圧力を与えるファクターも存在し、今後は単

収の伸びが一層鈍化する恐れもある。 OECD と FAO が

共同で発行している最新の農業見通しでも、 2025 年ま

での小麦の単収の伸び率は年率 0.9％、 トウモロコシは

同 1.0％とされており、仮に 2050 年までの単収の伸び率

を 1％とすれば、単収は 1.47 倍の拡大にとどまり、 インド

の食肉消費量が今後も伸びないとしても、 必要量を下回

ることになり、 穀物 ・ 食肉双方に価格上昇圧力が働く。

価格上昇は、 農業生産や関連分野の収益性の向上

につながることから、 農業分野、 とりわけ、 穀物の単収

向上のための品種改良や飼料効率向上のための飼料

配合や添加剤といった動物栄養分野など、 周辺技術の

開発が活発化することが想定される。 さらには、 農業生

産者の生産意欲を一段と高め、 そのような高度な技術が

普及する契機ともなり得る。 こうした食肉供給の拡大を支

える分野での事業機会の創出が従来以上に期待される。

Sep. 2016Sep. 2016


